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　宮崎地判平成₂₂年 ₂ 月 ₅ 日平成₂₁年（行ウ）₆号は、Y 県下の公立中学校の部活





　懲戒事由①：「平成₂₀年 ₃ 月₃₀日午後 ₆時半ころから、A の自宅 ₂階で、同人の兄の送別
会が開催され、X のほか、₃組の生徒及びその親に加え、かつて本件中学校に勤務してい
た教師がもう ₁名参加した。」「A は、宴席の途中で ₁階にある居間に行き、₂人の弟が寝て
いるコタツに入って横になっていたが、同じころ、X も、₁階に下りてトイレに行った後、
同居間のコタツに入り、Aと同コタツの脚を隔てて隣り合う形で横になった。その際、Xは、
左半身を下にして体の正面を X の方に向けた体勢であった。」「X は、A に対し、「ファース
トキスは誰としたい。」と尋ね、同人が「B 君。」と答えると、仰向けになっていた同人に
覆い被さるような体勢になって同人の唇にキスをするとともに、「俺でよかったか。」と笑
いながら言った。」「その後、X と A はそのままコタツで眠ったが、A は他の生徒から起こ















学校に登校した。X は、A が同月₁₆日に体育館に置き忘れていた ₂本のバトンを職員室で
保管していたため、A に会った際、職員室までバトンを取りに来るよう指示した。」「A が
一人でバトンを取りに行くと、X は、職員室の前の廊下で A に上記バトンを渡したが、そ
の際、自分の顔を A の顔に近付けて、A の唇にキスをした。」
　懲戒事由③：「X は、同日の正午ころに部活が終わると、A に対し、宿題を見て欲しけれ
ば午後にコンピューター教室に来るように伝えた。」「午後 ₂時ころ、X がコンピューター
教室に向かったところ、室内に A の荷物が置かれていたものの、A 本人は不在であった。





そのころ、A も机を離れて X の横に並んで座り、印刷物の中に、「めあて」と記載すべき
ところを誤って「めだて」と記載していたものがあったのを見て笑ったりした。その後、
X は A に顔を近付けて A の唇にキスをし、「足は痛くないか。」などと尋ねた。これに対し、
A は、「どこも痛くありません。」と答えたところ、X は、A のウインドブレーカーの下を
脱がせ、A を短パンの状態にしたが、そのとき、C 講師がコンピューター教室に入ってき




に関しては、X の顔ないし口が A の顔と接触したこと自体は認めているが、これは、X か



























　「X は、A 供述は、C 講師に X との身体的接触を目撃されたことを受けて、自らの体面
を保つために、従来から擬似的恋愛感情の対象であった X の積極的な態度をことさらに強
調した作為的な虚偽である旨主張する。しかしながら、……A が X に対し、一般に生徒が
教師に対して抱く以上の好意を抱いていたことは認められるものの、そのような好意の存
在も、中学生である A が、教諭である X を窮地に陥れるような虚偽の供述を作出する動機
としては不十分であるといわざるを得ないし、……X 自身、本件各事実確認の段階から、
自分の口ないし顔が A の顔と接触したことは認めていることに照らしても、A が、X のい
う擬似的恋愛感情に基づき、ありもしない虚偽の事実を作出したと考えることは困難であ
るというほかない。」


















うに、座っていた X の背中に A がもたれかかってきたという事実があったにせよ、₁₃歳の
女子生徒をふりほどくためであれば、座った状態のまま単に背中を傾ければ足りるはずで
あり、わざわざ体を一回転させながら床に寝転がり、右隣に倒れ込んだ A の方に顔を向け、
A に覆い被さるような体勢になるという X の供述する経緯は、人間の動作として非常に不
自然であるというほかない。加えて、自分の唇が A の顔に当たったかもしれないが、どこ
に当たったかはわからないというのも極めて不合理であるが、このように、X 供述に、不
自然な点、不合理な点が多数存在すること自体、X 供述が、X の顔と A の顔が接触したこ
とが偶然であったことを説明するために、後から辻褄を合わせようとしたものではないか
と強く疑わせるものといえる。」「加えて、X は、送別会での出来事については人に言わな
いように A に告げたのは、A 宅の居間で、自分の腕枕で A が寝てしまった状況は好ましい
ものではないと考えたためである旨供述する。しかしながら、X が A 宅の居間で A と隣り
合って寝ていたこと自体は、A を起こして X の顔に落書きをした生徒達によっても当然知
られているはずであるから、腕枕をしていたことに限定して、わざわざ後日、人に言わな






























終始し、A や A の父親に対し、誠意を尽くした対応を取っているとは認められない。これ




　「X は、A は X に対し擬似的恋愛感情を抱いており、X との身体接触を嫌がっていなかっ
た以上、X の行為はセクシュアル・ハラスメント行為には該当しない旨主張する。」「この

















































































高裁での罰金刑が確定した。これに対して Y 市教育委員会は、X に懲戒免職処分
を課し、この処分の妥当性を X が争って提訴したのが本件である。第一審である























































































































定（ ₁）～（ ₃･ 完）」筑波法政₅₀号～₅₂号（₂₀₁₁年～₂₀₁₂年）参照。
27
教員の不祥事と処分の相当性（ ₂） （星野）
犯罪事実に関する認定が維持された理由は、事実上この部分に原因があると考えて
差し支えない。しかしながら、本判決は、X が痴漢行為をしたという事実を前提と
しつつ、Y 市における懲戒基準からして痴漢行為は重大犯罪とは扱われていないこ
と、及び、X に懲戒加重事由が存在しない一方で、懲戒軽減事由が存在することか
ら、X に対する過重な処分は妥当でないと判示し、さらに、X に対して懲戒免職処
分を決定した Y 市教育委員会における資料中の参照事例を取り上げ、これらの参
照事例に痴漢行為の事案が含まれておらず、懲戒軽減事由についても検討されてい
ないことを指摘して、本件懲戒免職処分が裁量権の濫用であると結論づけている。
　本判決における裁判所のかかる立論は、ある観点からすれば合理的であるとも考
えられるが、見方を変えれば、非違行為の処分に関する処分権者の裁量を極めて限
定的に捉えていると評価することも可能であり、また、参照事例において痴漢行為
の事例や懲戒軽減事由を適用された事例が存在しなかったことが、教育委員会の裁
量に影響を与えたか否かについても、必ずしも十分な理由が示されていないとの評
価も成り立ち得ないではない21。もっとも、本判決に先立つ刑事判決が、最終的に
罰金刑を科した際に理由中の判断として、懲役刑が確定すれば法律上懲戒免職処分
が避けられなくなり、X にとって極めて苛酷な事態となる旨が述べられていたこと
からすると、裁判所としては、他の犯罪行為との均衡上、X の本件行為については
懲戒免職処分が適当でない旨が刑事判決の段階から示唆されていたにもかかわら
ず、Y 市教育委員会が敢えて懲戒免職処分を課したことに対する、裁判所の再度の
妥当性の判断が示されたものとも考えられる。
　以上見てきたとおり、性的問題行為に関しては、そもそも事実認定の部分で真実
が明らかにならない場合が極めて多く、かなり曖昧な形で事実認定が行われたうえ
での処分が下される場合が避けられないことから、裁判所において処分の妥当性が
争われるに際しても、そもそも事実関係の部分から対立が生ずることとなる。一方
21　実際、教育委員に一般的に要求されるべき知見からすれば、完全に同種の事案が参考事
例として挙げられていなかったとしても、参考事例における行為の悪性との比較検討を行
うことは不可能でない筈であり、処分加重事由や処分軽減事由について、具体的な条文や
参考事例が示されていなかったとしても、一般論として処分の軽重に影響を及ぼすべき事
由として当然に認識されている筈であると考えることもできるから、本件処分を決定した
教育委員らが、不十分あるいは誤った情報により結論を誤導されたと言えるか否かについ
ては、なお評価が分かれる可能性がある。従って、本判決が Y 市に対して要求しているも
のは、処分に関する裁量権が市側にあることを前提とした、懲戒処分に係る手続上の適正
であると考えて差し支えないように思われる。
28
筑波法政第₆₅号（₂₀₁₆）
で、本項の冒頭で述べたとおり、若年者である児童生徒が多数集合する学校におい
ては、性犯罪に対する厳罰要求が特に強くなる傾向があり、教員に対する信頼失墜
の程度においても、他の犯罪に増して性犯罪の場合は特に著しくなることが明らか
である以上、事実関係に争いがあり、教員の問題行為を確実に認定できない場合に
ついて、一律に処分を軽くすることが、社会全体から一般的な支持が常に得られる
とは必ずしも言い難い状況が存在している。また、学校外の機関であり、かつ、社
会的に信頼性が高い裁判所において犯罪事実が認定された事案に対しても、懲戒処
分を課した手続について、なお裁判所から裁量権濫用の指摘を受けることがありう
ることは、具体的事案として既に見てきたとおりである。要するに、およそ教職員
に不利益処分を課す場合には、慎重の上にも慎重を期すべく、あらゆる参照事例と
関係者の供述とを「総合的に考慮」した結果として行うことが、処分権者に与えら
れた処分の「裁量権」の具体的帰結として、求められているということができる。
（未完）
（人文社会系准教授）
